
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

個人で事業や不動産賃貸等を行っている場合には、記帳と帳簿書類の保存が義務付けられてい 

ます。所得税の確定申告（以下、確定申告）時期を目前に控え、この記帳と帳簿書類の保存期間 

について所得税の取扱いを中心に確認しましょう。 
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個人の確定申告、 
記帳と帳簿書類の保存期間 

確定申告をする方 

（1）確定申告が必要な方 

 その年の 1 月 1 日から 12 月 31 日までの間に生じ

た所得金額の合計額から所得控除の合計額を差し引

いた残額に対する税額が、一定の税額控除の合計額を

超える方は、原則、その年の翌年 2 月 16 日から 3 月

15 日までの間に確定申告をしなければなりません。た

だし、確定申告書の提出期限が令和 4年（2022 年）

1月 1日以後となる確定申告からは、超えたとしても

控除しきれない源泉所得税額や予定納税額等がある

場合は、この取扱いから外れます。 

 なお、年末調整済みのサラリーマンや、公的年金等

を受給されている方は、一定の要件を満たせば上記に

かかわらず、確定申告をする必要はありません。 

 

（2）確定申告をした方がお得な方  

 確定申告をする必要のない方について、納め過ぎた

税額（源泉所得税額や予定納税額）がある場合には、

確定申告をすることで税金の還付を受けることがで

きます。これを「還付申告」といいます。  
 申告期間は（1）にかかわらず、その年の翌年 1 月

1 日から 5 年間です。ただし、後述する青色申告によ

る最高 65 万円の控除（55 万円又は 65 万円控除に限

る）を適用したいときは、（1）の期限内に還付申告を

しなければなりません。  
 なお、確定申告をする必要のないサラリーマンが次

の控除を適用したいときは、原則、還付申告はできま

すが、年末調整の対象となった給与所得以外の所得の

申告を忘れないようにしましょう。 

記帳と帳簿書類等の保存をする方 

個人で事業や不動産賃貸を行っているなど、事業所

得、不動産所得又は山林所得を生ずべき業務を行って

いる場合には、確定申告をする必要がなくても、記帳を行

い、帳簿書類等の保存をしなければなりません。 

 

（1）記帳 

 売上げ、仕入れや経費などについて、取引の年月日、

相手方の名称、金額や日々の売上げ・仕入れの合計金額

等を帳簿に記載することを、「記帳」といいます。 

 白色申告の記帳は取引ごとではなく、日々の合計金

額をまとめて記載するなど簡易な方法が認められま

す。他方、原則、青色申告は一定水準の記帳が求めら

れます。この青色申告とは、所得金額から最高 65万円

が控除できる、損失が繰越せるなどの優遇措置が受け

られることが特徴の制度で、一定期間内に申請の手続

きが必要です。 

なお、消費税の課税事業者は、前述以外に一 定のル

ールによる記帳が求められます。  

 

（2）帳簿書類等の保存期間  

 作成した帳簿の他、取引に関して受け取った請求書

や領収書などの書類は、整理して保存しなければなり

ません。所得税において求められる帳簿や書類の種類

や保存期間も、青色申告か白色申告かで次のとおり異

なります。 

＊12 月 2 日（木） 12 月誕生会 
12 月生まれの方を事務所全員で祝いました。 

所長よりプレゼントの贈呈がありました。 

 

 

     

   

 

 

        

 

 

      
                       

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

プロ経営者通信 お問い合わせはこちらへ 
ご意見・ご要望等ございましたら、お手数おかけしますがお電話またはメールにてご連絡をお願い致します。 

電話：097-529-5757 （総務通信担当者宛） メール：soumu@ideasoken.jp 

Blog と Facebook で事務所の様子や 
職員の日常を紹介しています！ 

どうぞご覧下さい。 

Ｂｌｏｇ Ｆａｃｅｂｏｏｋ ＨＰ 

ちなみに、法人における帳簿書類等の保存期間は、法

人税であれば、原則、その事業年度の確定申告書の提出

期限の翌日から 7 年間です。ただし、青色繰越欠損金

等が発生した事業年度は、10 年間（発生した事業年度

が平成 30 年 4 月 1 日前開始事業年度の場合は 9 年

間）の保存が求められます。 

 消費税の課税事業者の場合は、原則、個人と変わりま

せん。 

 なお、会社法や医療法など税法以外の法律により、一

定の帳簿書類等について10年間の保存が求められる場

合があります。ご留意ください。 

 

 

 

 

＊ＭｙＫｏｍｏｎニュースレターより引用 

 

法人における帳簿書類等の保存期間 

なお、消費税の課税事業者として求められる帳簿

の保存期間は、原則、帳簿閉鎖日の属する課税期間

の末日の翌日から 2 ヶ月を経過した日から 7 年間で

す。 

また、仕入税額控除の適用を受ける場合は、帳簿

の他に一定の請求書等の保存が求められており、こ

の場合の保存期間は、原則、帳簿は前述のとおり、

請求書等はその受領日の属する課税期間の末日の翌

日から 2 ヶ月を経過した日から 7 年間です。ただし

6 年目と 7 年目は、帳簿か請求書等のいずれか一方

の保存で問題ありません。 

 

（3）帳簿書類等の保存方法 

 帳簿書類等の保存方法は、紙での保存、あるいは

電子帳簿保存法の規定に則した電磁的記録による保

存となります。 


